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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第10期

第３四半期
連結累計期間

第９期

会計期間
自 2021年１月１日
至 2021年９月30日

自 2020年１月１日
至 2020年12月31日

売上高 (千円) 1,662,432 1,800,960

経常利益 (千円) 259,032 100,598

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純利益

(千円) 175,085 62,861

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 178,395 59,782

純資産額 (千円) 374,471 196,076

総資産額 (千円) 1,432,366 1,276,416

１株当たり四半期純利益又は１株当たり
当期純利益

(円) 149.65 53.73

潜在株式調整後１株当たり四半期（当
期）純利益金額

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 26.1 15.4

回次
第10期

第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年６月１日
至 2021年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 47.07

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場で

あり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

４．当社は、2021年８月18日開催の取締役会決議により、2021年８月26日付で普通株式１株につき100株の割合

で株式分割を行っております。これに伴い第９期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四

半期純利益を算出しております。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告

書（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、

前第３四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連結累計期間との比

較分析は行っておりません。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 財政状態の状況

（資産）

当第３四半期連結会計期間末の流動資産は、前連結会計年度末に比べて173,078千円増加し、1,271,053千円と

なりました。これは主に、営業活動による収入により現金及び預金が145,977千円増加したことによるものであり

ます。固定資産は、前連結会計年度末に比べて17,128千円減少し、161,312千円となりました。これは主に、本社

の効率化やリモートワークの推進に伴うオフィスフロアの集約等に伴い敷金が29,156千円減少したことによるも

のであります。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末と比べて155,950千円増加

し、1,432,366千円となりました。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末の流動負債は、前連結会計年度末に比べて69,595千円増加し、536,292千円となり

ました。これは主に、課税所得の増加により未払法人税等が67,208千円増加したことによるものであります。固

定負債は、前連結会計年度末に比べて92,040千円減少し、521,602千円となりました。これは主に、借入金の返済

進捗に伴い長期借入金が93,878千円減少したことによるものであります。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末と比べて22,445千円減少し、

1,057,894千円となりました。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べて178,395千円増加し、374,471千円となり

ました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上等により利益剰余金が175,085千円増加したこと

によるものであります。
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② 経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、各種施策の効果もあり徐々に持ち直しの動きが見られたも

のの、新型コロナウイルス感染症再拡大の兆しが顕著になる等、先行きは不透明な状況が続いております。一方、

情報サービス産業におきましては、一部の企業でIT投資を縮小・延期する動きが見られるものの、ビジネスモデ

ルの変革や新規ビジネスを創出するためにデジタル技術を活用するデジタルトランスフォーメーションの流れが

引き続き力強いものとなっており、企業のIT投資は全体として底堅く推移しました。

このような環境の中、当社はお客様のデジタルトランスフォーメーションを支援するデジタルインテグレータ

ーとして、お客様のデジタルトランスフォーメーションを共に考えるコンサルティングから、必要なデジタル技

術を駆使したシステムの設計、開発、運用までの一貫したソリューションを具体的に提案することに引き続き努

めました。緊急事態宣言の再発出により社会経済活動が再び制限されるなどの影響が一部見られたものの、底堅

いIT活用やデジタル化需要を背景に、安定して事業を継続・拡大することができました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の経営成績につきましては、売上高は1,662,432千円、営業利益は

259,022千円、経常利益は259,032千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は175,085千円となりました。

なお、当社グループはデジタルトランスフォーメーション事業の単一セグメントであるため、セグメント別の

記載を省略しております。

(2) 経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当第３四半期連結累計期間において、経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観

的な指標等について重要な変更はありません。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は1,397千円であります。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,680,000

計 4,680,000

（注）2021年８月18日開催の取締役会決議に基づき、2021年８月26日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を

行っております。これにより発行可能株式総数は4,620,000株増加し、4,680,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年11月19日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,170,000 1,170,000 非上場

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
また、１単元の株式数は100株で
あります。

計 1,170,000 1,170,000 ― ―

（注）１．2021年８月18日開催の取締役会決議に基づき、2021年８月26日付で普通株式１株につき100株の割合で株式

分割を行っております。これにより発行済株式総数は1,158,300株増加し、1,170,000株となっておりま

す。

２．2021年８月26日開催の臨時株主総会決議により定款の一部を変更し、単元株制度を採用しております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年１月１日～
2021年９月30日

1,158,300 1,170,000 ― 135,000 ― 85,000

(注) 2021年８月18日開催の取締役会決議に基づき、2021年８月26日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割

を行い、発行済株式総数は1,158,300株増加し、1,170,000株となっております。

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,170,000
11,700

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準と
なる株式であります。また、１単元
の株式数は100株であります。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 1,170,000 ― ―

総株主の議決権 ― 11,700 ―

（注）2021年８月18日開催の取締役会決議に基づき、2021年８月26日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割

を行うとともに、2021年８月26日開催の臨時株主総会決議により定款の一部を変更し、単元株制度を採用して

おります。これに伴い、提出日現在において、完全議決権株式（その他）の株式数は普通株式1,170,000株、議

決権の数は11,700個、発行済株式総数の株式数1,170,000株、総株主の議決権の数は11,700個となっておりま

す。

② 【自己株式等】

　 該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第211条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第３四半期連結会計期間(2021年７月１日から2021年９月30日まで)及び第３四半期連結累計

期間(2021年１月１日から2021年９月30日まで))に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによ

る四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 791,453 937,431

受取手形及び売掛金 273,277 303,464

仕掛品 15,675 13,136

原材料 1,221 1,262

その他 16,347 15,760

流動資産合計 1,097,974 1,271,053

固定資産

有形固定資産 88,031 88,006

無形固定資産 9,417 9,073

投資その他の資産 80,993 64,233

固定資産合計 178,441 161,312

資産合計 1,276,416 1,432,366
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 43,764 34,221

短期借入金 ※ － ※ 24,583

１年内返済予定の長期借入金 103,924 93,478

未払金 92,620 106,110

未払法人税等 23,834 91,042

賞与引当金 35,243 74,469

受注損失引当金 1,746 158

その他 165,564 112,228

流動負債合計 466,696 536,292

固定負債

社債 30,000 30,000

長期借入金 570,279 476,401

退職給付に係る負債 4,170 5,148

その他 9,193 10,053

固定負債合計 613,643 521,602

負債合計 1,080,340 1,057,894

純資産の部

株主資本

資本金 135,000 135,000

資本剰余金 87,004 87,004

利益剰余金 △23,157 151,928

株主資本合計 198,847 373,932

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △2,771 538

その他の包括利益累計額合計 △2,771 538

純資産合計 196,076 374,471

負債純資産合計 1,276,416 1,432,366



― 9 ―

(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第３四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
至 2021年９月30日)

売上高 1,662,432

売上原価 894,505

売上総利益 767,926

販売費及び一般管理費 ※ 508,903

営業利益 259,022

営業外収益

受取利息 761

助成金収入 2,541

為替差益 702

立退補償金 2,360

その他 1,043

営業外収益合計 7,408

営業外費用

支払利息 5,189

上場関連費用 2,210

営業外費用合計 7,399

経常利益 259,032

税金等調整前四半期純利益 259,032

法人税、住民税及び事業税 96,947

法人税等調整額 △13,000

法人税等合計 83,946

四半期純利益 175,085

非支配株主に帰属する四半期純利益 ―

親会社株主に帰属する四半期純利益 175,085
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第３四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
至 2021年９月30日)

四半期純利益 175,085

その他の包括利益

為替換算調整勘定 3,310

その他の包括利益合計 3,310

四半期包括利益 178,395

(内訳)

親会社株主に係る四半期包括利益 178,395

非支配株主に係る四半期包括利益 ―
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【注記事項】

(追加情報)

新型コロナウイルス感染症の拡大により、経済や企業活動に広範囲の影響を与えておりますが、今後の広がり

方や収束時期等を正確に予測することは困難な状態にあります。

当社グループでは、現時点で入手可能な情報に基づき、新型コロナウイルス感染症拡大による影響が今後も一

定期間継続するものの、当社グループの事業活動へ与える影響は軽微であると仮定して、会計上の見積りを行っ

ております。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響は不確実性が大きく、将来において当

社グループの経営成績及び財政状態に及ぼす可能性があります。

(四半期連結貸借対照表関係)

※ 当座貸越契約

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。

当座貸越契約に基づく借入実行残高は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

当座貸越極度額 20,000千円 20,000千円

借入実行残高 ― 〃 20,000 〃

差引額 20,000千円 ―千円

(四半期連結損益計算書関係)

　※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日)
至 2021年９月30日)

給料及び手当 228,424千円

賞与引当金繰入額 25,012 〃

退職給付費用 323 〃

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日)
至 2021年９月30日)

減価償却費 23,850千円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、デジタルトランスフォーメーション事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
至 2021年９月30日)

１株当たり四半期純利益 149円65銭

(算定上の基礎)

　親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 175,085

　普通株主に帰属しない金額(千円) ―

　普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
　(千円)

175,085

　普通株式の期中平均株式数(株) 1,170,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概要

―

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

２．当社は、2021年８月18日開催の取締役会決議により、2021年８月26日付で普通株式１株につき100株の

割合で株式分割を行っております。これに伴い当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮

定し、１株当たり四半期純利益を算出しております。

(重要な後発事象)

　 該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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